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◆平成17年3月高校・中学新卒者の就職内定状況等調査～11月末～　　1月12日（厚生労働省）  

　・高校新卒者の求人倍率は1.15倍で、前年同期を0.21ポイント上回った。就職内定者数は13万1千人で同8.6％の

増加。就職内定率は67.7％で、同6.3ポイント上回った。 

　・中学新卒者の求人倍率は0.45倍で、前年同期を0.11ポイント上回った。 

◆平成16年度大学等卒業予定者の就職内定状況等調査～12月1日～　　1月12日（厚生労働省・文部科学省）  

　・大学卒業予定者の内定率は74.3％で、前年同期を0.8ポイント上回った。 

　・短期大学卒業予定者の内定率（女子学生のみ）は49.2％で、前年同期を0.4ポイント下回った。 

　・高等専門学校卒業予定者の内定率（男子学生のみ）は100％で、前年同期を1.7ポイント上回った。 

　・専修学校（専門課程）卒業予定者の内定率は53.5％で、前年同期を0.4ポイント上回った。 

◆賃金引上げ等の実態に関する調査～平成16年～　　1月13日（厚生労働省）  

　・平成16年中に1人当たり平均賃金を引き上げる企業は69.8％（前年比7.1ポイント増）、引き下げる企業割合は

3.4％（同3.8ポイント減）。 

　・賃金改定額（常用労働者数による加重平均）は3,751円、改定率は1.3％。額は8年ぶり、率は14年ぶりに前年を上

回った。 

◆賃金構造基本統計調査都道府県別速報～平成16年～　　2月3日（厚生労働省）  

　・所定内給与額（一般労働者）は東京都が367,200円（平均勤続年数11.6年）で最も高く、青森県が223,700円（同

10.7年）で最も低い。 

◆屋外労働者職種別賃金調査（建設技能職種）～平成16年～　　2月3日（厚生労働省） 

 ・建設業に雇用される技能職種（21職種）労働者の１人１日平均きまって支給する現金給与額は、前年比1.9％減の

13,790円。減少は３年連続。 

　・主要職種では、電気工が15,300円で最も高く、鉄筋工が11,840円で最も低い。 

 

最 近 の 統 計 調 査 より  

1月11日～2月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

全国母子世帯等調査～平成１５年度～　　1月19日（厚生労働省） 

～母子世帯の２００２年平均年間収入は２１２万円～ 
　母子世帯の母の83.0％が働いており、これを従業上の地位別にみると、「臨時・パート」が49.0％と約半数を占め、
｢常用雇用者｣が39.2％で続く。5年前の前回調査と比べると、常用雇用者の割合が10ポイント以上低下し、比率が逆
転した。一方、父子世帯の父では、前回調査時も今回も「常用雇用者」が75％あまりと、変化は見られない。 
　母子世帯の2002年の平均年間収入は212万円で、前回調査に比べ17万円減少した。父子世帯では同390万円で、32
万円の減少だった。なお、国民生活基礎調査によると、一般世帯の平均所得は589.3万円となっている。 
　母子世帯になった理由をみると、「離婚」の割合が79.9％と、この20年で30ポイント増加している。 
　調査対象となった母子世帯・父子世帯・寡婦・養育者世帯のうち、生活保護を受けているのは10.2％だった。また、
離婚による母子世帯のうち66.8％が、父親から養育費を「受けたことがない」としている。 
 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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図　3つの縦断調査の位置付け 

（厚生労働省ホームページより） 

パネル調査 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　先月号の注目の統計・指標に21世紀出生児縦断調査が取り上げられています。この調査はパネル調査と
いわれるものです。パネル調査とは、時間的な間隔をおいて同じ標本（パネル標本）に対して調査を繰り
返す方法です（林知己夫編「社会調査ハンドブック」）。この方法を用いることにより、個々の調査対象
者（企業）の回答内容について、時間の経過に伴う変化を追跡することができます。ただ、調査を繰り返
すたびに標本の脱落が起きることや、調査なれなどによる回答のバイアスが起きやすいことなどの問題も
指摘されています。 
　政府において実施されるパネル調査としては、以下があります。 
１　21世紀出生児縦断調査 
　平成13年度から始まった調査であり、2001年に出生した子の実態及び経年変化の状況を継続的に観察す
ることを目的としています。 
　調査事項としては、同居者、保育者、住居形態、子どもの生活状況、子育ての状況、父母の職業などが
あります。 
２　21世紀成年者縦断調査 
　この調査は、平成14年度から始まったものです。平成14年に20～34歳だった男女を調査対象とし、結婚、
出産、就業等の実態及び意識の経年変化の状況を継続的に観察することを目的としています。 
　調査事項としては、就業の状況、家庭観、子どもの状況などがあります。  
３　中高年者縦断調査（仮称） 
　この調査は、平成17年度からの開始を予定しています。
団塊の世代を含む全国の50～59歳の男女を追跡して、そ
の『健康・就業・社会活動』について、意識面・事実面
の変化の過程を継続的に調査することを目的としています。 
　調査事項としては、家族状況、健康状況、就業状況（資
格、能力開発等を含む）、社会活動、住居・家計状況な
どがあります。 
　上の１から３までの調査のそれぞれの位置関係は図の
ようになっています（右図参照）。 
　そのほか、民間の研究所などが実施しているパネル調査や、「パネル調査」と謳っていないものの、パ
ネルデータとして利用可能なデータがあります。 
４　家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 
　1993年から、全国の24～34歳の女性から1500人を抽出して実施されています。1997年から全国の24～27
歳の女性500人、2003年には24～29歳の女性836人が上積サンプルとして新たに加えられています。 
　調査内容は、家計の状況、就業の状況、結婚観と就業観などです。 
５　ニッセイ基礎研究所「中高年ライフコース研究」 
　1933年から1947年生まれの男性1034人を対象としています。1997年から10年間、２年ごと５回の調査を
予定しています。 
　調査内容は健康状態、就業状態、家計状況などです。 
６　日本労働研究機構「初期職業経歴に関する調査研究」 
　1985年に高校１年生だった者（1993年時点では卒業６年目）の追跡を目的としています。 
　調査対象は、全国６地域の21高校の卒業者。高校１年時の回答数2319、卒業１年目同1173、卒業６年目
同962です。 
　調査内容は高校学校から職業への移行、職業生活への参入、初期キャリアの形成プロセス、若年労働者
の職業的な意識・価値観の特質とその形成・発達プロセスとその要因、進路選択および職業意識形成に関
わる社会的な支援（高校における職業教育・進路指導等）などです。 
７　企業活動基本調査 
　企業活動基本調査自体はパネル調査ではありませんが、個票データに永久企業番号が付されており、パ
ネル・データ分析が可能となっております（「『企業活動基本調査』パネル・データの作成・利用について：
経済分析への応用とデータ整備の課題」ポリシーディスカッションペーパー2004/03 04-P-004）。 
８　有価証券報告書 
　これもパネル調査を謳っているわけではありませんが、個々の企業の財務内容を追跡することが可能です。 


